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6. バリューチェーンマネジメント 

 気候変動、水資源、生物多様性等のように、重要な環境課題の特定に際して考慮する範囲（バウンダリー）

がバリューチェーン全体に及ぶ場合には、その予防や対応に有効なバリューチェーンマネジメントの仕組み

が必要です。バリューチェーンマネジメントの仕組みを有している事業者は、その運用状況等について説明

します。 

バリューチェーンマネジメントの意義 

 環境報告ガイドラインが環境報告の記載事項とするバリューチェーンマネジメントは、環境報告を行う事業

者が、製品・サービスのバリューチェーン全体で重要な環境課題と付帯するリスクを識別し、それらに対応

して環境負荷を削減・低減するため行う諸活動を意味しています。また、環境配慮製品・サービスの供給を

通じて、バリューチェーン下流（川下）で環境負荷を削減・低減し、同時に事業者にとっては収益機会を産

み出す活動も、このバリューチェーンマネジメントに含めます。 

 バリューチェーン全体で重要な環境課題に対応する理由は、事業活動の直接的・間接的な環境への影響の中

から、事業者が自らの判断に基づいて、重要性の高い課題を特定するものだからです。重要な環境課題には

事業活動の間接的な影響、つまり事業者の取引関係を通じてバリューチェーンの川上または川下で発生する

環境課題まで含まれることになります。しかし、従来型の環境マネジメントは、主として事業者の自社グル

ープを中心に運用されるため、重要な環境課題の発生場所が事業者の自社グループを越えてバリューチェー

ン全体に拡散する状況には対応できません。環境マネジメントの適用範囲をバリューチェーン全体に拡大す

るために行われる様々な取組がバリューチェーンマネジメントです。 

 バリューチェーンマネジメントとして一般的な実務は、川上向けのグリーン調達と川下向けの環境配慮製

品・サービスの供給ですが、それ以外にもサプライヤーと協働で構築・運用する環境マネジメント体制（川

上）、販売業者への指示や適切かつ低コストで実施し得る最終処分技術開発への支援等（川下）、製品・サー

ビスの使用・消費段階における環境負荷を削減するための消費者向け広報活動（川下）等、様々な取組が開

発されています。 

 グリーン調達には、環境配慮等に積極的に取り組んでいるサプライヤーから優先的に調達する場合と、特に

サプライヤーは限定しないが、環境負荷の少ない製品・サービスを選別して調達する場合が含まれます。 

バリューチェーンマネジメント情報の必要性 

 バリューチェーンを製品・サービスに価値を付与する諸活動の連鎖として見れば、バリューチェーンは、事

業者の生産活動以外に、原材料調達、加工、物流等を含む川上での活動と、得意先における販売・サービス

や最終消費者による使用・消費といった川下での活動から構成されることになります。川上、川下のいずれ

においても、それぞれの活動はエネルギー・資源を消費し、放出物や廃棄物等を排出するため、環境負荷の

発生源になっています。また、事業者が採用するビジネスモデルの種類によっては、バリューチェーン全体

にわたってさらに多くの環境負荷を与え、重要な環境課題の発生を促すこともあります。もちろん、環境負
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荷が相対的に少ないか、環境負荷の削減に貢献するビジネスモデルの場合は、事業者に収益機会をもたらす

ことがあります。 

図表 1 バリューチェーンのネットワーク 

 

 バリューチェーンは製品・サービスに価値を付加する経済主体（組織・個人）の連鎖として見ることもでき

ます。その場合、バリューチェーンは、事業者以外に、川上のサプライヤー（原材料生産者、物流サービス

提供業者、加工業者等）と川下の販売業者や最終消費者等から構成されますが、これらの経済主体はいずれ

も生産活動や消費活動を営んでおり、やはり環境負荷の発生と深く関わっています。 

 こうした事業者の自社グループを越えたバリューチェーンで発生する重要な環境課題と付帯するリスク・機

会は、バリューチェーンが膨大な活動や経済主体の連鎖で構成される複雑なネットワークであるために、そ

れらを識別することが著しく困難になっているという問題を抱えています。識別できない環境課題やリス

ク・機会は適切にコントロールすることができないので、バリューチェーン川上・川下での環境負荷が事業

者の自社グループで発生する環境負荷よりも大きくなってしまうケースは少なくありません。例えば、温室

効果ガスのスコープ 3 排出量がスコープ 1 排出量とスコープ 2 排出量の合計よりも著しく大きくなるよう

なケースです。 

 このようなバリューチェーンの特性を踏まえると、バリューチェーンマネジメント情報は膨大で複雑なネッ

トワークの透明性を向上させて、識別できなかった（つまり、見えなかった）重要な環境課題やリスク・機

会をあぶり出し、そこで何が起こり、それに対して事業者がどのように対応しているのかを正しく理解する

上で、きわめて有効な手段になることがわかります。事業者にとっては、重要な環境課題についての環境マ

ネジメントがバリューチェーン全体で適切に行われていることを点検する手段として、また、ステークホル

ダーにとっては、環境報告で伝えられる情報の信頼性を向上させる手段として、バリューチェーンマネジメ

ント情報は環境報告に不可欠な情報要素になっています。 

 環境報告ガイドラインでは、バリューチェーンマネジメント情報として、事業者の構築したバリューチェー

ンマネジメント体制の運用状況についての説明を求めており、そのために3種類の情報を報告事項に指定し

ています。それらは、「バリューチェーンの概要」「グリーン調達の方針、目標・実績」「環境配慮製品・サー

ビスの状況」です。 

 バリューチェーンの概要は、環境報告の読者がバリューチェーン全体を見渡して事業の流れを理解するのを

助け、バリューチェーン川上での中心的な取組であるグリーン調達に関する情報と川下に向けた取組である
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環境配慮製品・サービスの状況は、事業者がバリューチェーンの川上と川下でバリューチェーンマネジメン

ト体制をどのように構築・運用しているのかを伝えるのに役立ちます。 

報告事項 

□ バリューチェーンの概要 ･･･ ① 

 バリューチェーンの概要を伝える上で、バリューチェーンマップの作成が有効です。もちろん、記述的に

バリューチェーンを説明することも可能ですが、膨大で複雑なネットワークから構成されるバリューチェ

ーンの全体像を明らかにするためには、バリューチェーンマップのような視覚的な情報の方が読者に直感

的な理解を促す点で優れています。バリューチェーンマップは、例えば、活動別や経済主体別に構成して

図示する方法があります。 

 バリューチェーンマップには、重要な環境課題、付帯するリスク・機会、重要な環境課題への対応に関す

る取組内容等、事業者に固有の情報をバリューチェーンの段階別に付記することが望まれます。 

 バリューチェーンマップを作成せずに、記述的な説明方法を採用する場合は、バリューチェーンの各段階

と重要な環境課題や付帯するリスク・機会の発生場所が明確になるように説明します。 

 複数のバリューチェーンを有する事業者で、それら全てについての説明が困難な場合は、生産する製品・

サービスから主なものをひとつ選び、そのバリューチェーンについて説明します。同じ製品・サービスで

あっても、季節や経済状況によってバリューチェーンが変化するような場合は、年間を通してもっとも頻

繁に使われるバリューチェーンについて説明します。多様な業種から構成される複数の納入先があるよう

な製品・サービスの場合は、最大の納入先のバリューチェーンについて説明します。 

 

開示例A（活動別のバリューチェーンマップ） 
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開示例B（経済主体別のバリューチェーンマップ） 

 

□ グリーン調達18の方針、目標・実績 ･･･ ② 

 グリーン調達の方針、目標・実績について具体的に説明します。グリーン調達がCSR調達の一環として

実施されている場合は、CSR調達もグリーン調達に含めます。 

 グリーン調達の方針では、適用するサプライヤーの範囲（1次サプライヤーまでとか、そこから先まで含

む場合はその範囲を具体的に）、グリーン調達の対象物品・サービスの範囲（全調達額に占める割合等）、

グリーン調達の履行状況を点検する手段（サプライヤーの監査、サプライヤーへの質問票等）、グリーン

調達の適用範囲拡大に関する将来計画等によって、グリーン調達の運用状況を具体的に説明します。 

 バリューチェーン川下（得意先）から、グリーン調達方針の遵守や遵守状況に関する情報提供を求められ

ている場合は、それらへの対応方針や対応状況についても、グリーン調達の方針として説明します。 

 目標・実績では、グリーン調達を推進するために設定された評価指標による目標（例えば、適用するサプ

ライヤーの範囲、対象物品・サービスの範囲、監査を実施するサプライヤーの範囲、質問票を送達するサ

プライヤーの範囲等）と実績（目標の達成状況）について説明します。この評価指標は必ずしも定量的で

ある必要はありません。 

 特に目標を設定しない場合は、グリーン調達の方針がどのように達成されたかを具体的に示して、グリー

ン調達の運用実績を説明します。 

 

                                                   
18 環境的影響だけでなく社会的影響（人権の尊重など）への配慮を組み込んだ取組を「CSR調達」とも呼びま

すが、その場合、グリーン調達はCSR調達の一部を構成します。 
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開示例A（環境配慮等に積極的に取り組んでいるサプライヤーから優先的に調達するケース） 

開示例B（環境負荷の少ない製品・サービスを選定して調達するケース） 

開示例C（グリーン調達は実施していないが、川上向けに他の取組があるケース） 

 

□ 環境配慮製品・サービスの状況 ･･･ ③ 

 環境配慮製品や環境負荷の削減・低減に役立つサービスを提供している場合は、それらの内容（製品・サ

ービスの種類、売上高に占める割合等）について具体的に説明します（環境配慮製品・サービスの詳細に

ついては詳細解説を参照）。 

 環境配慮製品・サービスによる削減貢献量（環境配慮製品・サービスの利用段階における環境負荷の削減

量）を算定している場合には、その算定結果と併せて、指標の定義、算定方法、集計範囲等の背景情報を

具体的に記述します。 

 特定の環境負荷を削減・低減する効果があっても、その代わりにバリューチェーンのどこかで他の環境負

荷を増大させるような製品・サービスは、その旨を明記する場合を除き、環境配慮製品・サービスに含め

ることは望ましくありません。同様に、環境配慮製品・サービスであっても、バリューチェーンのどこか

で人権侵害のような何らかの社会的課題を生じさせるものは、その旨を明記する場合を除き、環境配慮製

品・サービスに含めることは望ましくありません。 

・当社は1次サプライヤーから仕入れる原材料とオフィス製品の全てをCSR調達の対象としており、

当社が制定したCSR調達基準の遵守を契約条件に含めています。なお、2次サプライヤー以降での

CSR調達基準の遵守は1次サプライヤーに確認を求めており、CSR調達基準の遵守状況については

1次サプライヤーへの定期的な監査を実施しています。 

・得意先から紛争鉱物に関連した調達基準の遵守を求められており、適切に対応しています。 

・当社はビジネスパートナーと連携してサプライチェーンでの環境負荷低減に取り組んでおり、定期的

な連絡協議会の開催と日常的な情報交換によって、サプライチェーンでの環境マネジメントを強化し

ています。 

・当社では、資材調達にあたり、エコマーク等の表示によって一定の環境配慮性能が明確になっている

製品を選別して購入しています。 
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開示例A（環境配慮製品・サービスを供給している場合） 

開示例B（環境配慮製品・サービスは供給していないが、川下向けに他の取組がある場合） 

 

 

  

・当社製品は包装材に環境に配慮した使用法を例示しており、お客様からもアイディアを募集するキャ

ンペーンを定期的に実施しています。 

・当社は、環境配慮製品の認定基準を策定して、省資源化、減量化、低炭素化に優れた製品を開発・供

給しています。なお、環境配慮製品の売上高構成比を2025年に60%まで増強することを目標にして

います。 

・低炭素化設計による製品A利用段階のCO2排出削減貢献量を試算すると、昨年度は○○ tCO2です。

この算定にあたっては、業界が定めた算定ガイドラインを適用しています。 
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参考になる実例 

実例１ 富士フイルムホールディングス株式会社 
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（出所）富士フイルムホールディングス株式会社「Sustainability Report 2020 マネジメント編」 
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実例２ 日本精工株式会社 
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（出所）日本精工株式会社「NSKサステナビリティレポート 2020」 
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実例３ キヤノン株式会社 
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（出所）キヤノン株式会社「CANON SUSTAINABILITY REPORT 2020」  


